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関 係 各 位

北海道社会福祉協議会

会長 三宅 浩次

平成２２年度移行等推進事業移行推進コンサルタント派遣について（２次募集）

時下ますます御清栄のこととお慶び申し上げます。

さて、平成１８年４月の障害者自立支援法施行に伴い、小規模作業所や経過的デイサー

ビス事業所が新体系（新たなサービス）へ移行することとなりました。

本会では、北海道からの委託を受け、小規模作業所等における新体系移行に伴う個別の

問題点に対し、専門的知識を有するコンサルタントを派遣し、円滑に新体系に移行できる

よう支援する「移行推進コンサルタント派遣事業」を実施し、本年度は３年目となります。

既に６月１０日付け第１４４７号文書にて通知しておりますが、現在のところ、派遣予定

事業数に余裕があることから、第２次募集を行うこととしました。

つきましては、次により募集を行いますので、平成２２年１０月２５日（月）までに下

記事務局に意向調査票をご返送ください。

記

１ 移行推進コンサルタント派遣事業

（１） 目的

小規模作業所等における新体系移行に伴う個別の問題点に対し、小規模作業所等に専門

的知識を有するコンサルタントによる事前診断及び現地への派遣を行い、移行のための体

制づくり、事業内容の充実等、新体系に円滑に移行できるよう助言指導を行う。

（２） 派遣事業所数

約１０箇所（２次募集分）

（３） 派遣費用

無料

（４） 派遣期間

平成２２年１２月中旬から平成２３年３月下旬まで

※コンサルタントと派遣希望事業所の日程の調整をし、派遣日を決定いたします。



（５） 派遣回数

派遣コンサルタントと相談し、必要な派遣回数で調整します。

（６） 派遣希望申込み等について

○ 別紙「移行推進コンサルタント派遣事業意向調査票」をご記入のうえ、平成２２年１０月２５日（月）

までに、下記まで郵送もしくはＦＡＸにてお送り下さい。

○ 派遣先の決定は、本会（移行等支援事業実行委員会）で１２月上旬までに選定し、派遣希望事業所に

通知いたします。

なお、派遣決定後の詳細につきましては、派遣決定事業所に決定通知と併せてお知らせいたします。

（７） 問合せ先

北海道社会福祉協議会 障がい者就労支援センター（担当：齊藤、小守）

〒０６０－０００２ 札幌市中央区北２条西７丁目 北海道社会福祉総合センター

ＴＥＬ：０１１－２４１－３９８２／ＦＡＸ：０１１－２７１－１９７７



平成２２年度移行等支援事業 移行推進コンサルタント派遣事業意向調査票
（２次募集）

コンサルタント派遣（希望する・希望しない）

理由：□ 事業の運営がスムーズにいっている

□ 時間がない

□ 担当者がいない

□ 何を聞いていいか分からない

□ 移行の予定がない

□ その他( ）

下記の欄に必要事項をご記入ください。

団 体 種 別 □ 任意団体 □ 特定非営利活動法人 □ 社団法人

□ 医療法人 □ 財団法人

□ その他（ ）

法人・団体 法人・団体名 法人・団体

代表者氏名

施 設 名 施 設 長

氏 名

所 在 地 〒

施 設

開設年月日 平成 年 月 日

定 員 身体（ 人）

知的（ 人）

精神（ 人）

合計 人

記 入 者

氏 名

連 絡 先

Ｔ Ｅ Ｌ ＦＡＸ

事業内容 移行先（○印） 定員（人）

□ 療養介護

□ 生活介護

□ 自立訓練（機能訓練）

□ 自立訓練（生活訓練）

□ 就労移行支援

□ 就労継続支援Ａ型

□ 就労継続支援Ｂ型

□ 相談支援事業

□ 地域活動支援センター

□ 施設入所支援

□ 共同生活介護

□ 共同生活援助

新 体 系

移 行 先

□ その他（ ）

移行（予定）

計 画
□ あり（ 平成 年 月 ／ 未定 ）

□ なし（理由： ）

□ すでに移行済み （移行年月日： 年 月 日 ）



新体系（新たなサービス）へ移行するにあたっての課題と対応

項 目

（ 課 題 ）

□ 法人格の取得 □ 法人登記事務 □ 法人会計実務

□ 指定事業所申請事務 □ 定款変更等 □ 税金関係

□ 報酬請求事務 □ 組織運営 □ 労務管理

□ 授産事業経営 □ 市場開拓

□ その他（ ）

□ その他（ ）

状況説明

（問題点と

なっている

ことなど）

具 体 的

支 援 希 望

内 容

第１希望 平成 年 月（上旬・中旬・下旬）コンサルタント派遣希望時期

（※平成２２年１２月中旬以降）
第２希望 平成 年 月（上旬・中旬・下旬）


